
前　期 後　期

N-1年度 3月

Ｎ年度 4月

5月

6月

7月

8月

9月 報告期限

10月

11月

12月

1月

2月

Ｎ＋1年度 3月 報告期限

4月

5月

6月

7月

8月

9月

　

特定事業所集中減算判定業務　年間スケジュール

減
算
適
用
期
間

後
期
判
定
期
間

前
期
判
定
期
間

減
算
適
用
期
間

3月1日
～8月末日

10月1日
～3月31日

9月15日まで

9月1日
～2月末日

4月1日
～9月30日

3月15日まで

HP、通知文にて
各事業所へ周知

HP、通知文にて
各事業所へ周知

＜厚労省通知老企36＞
○判定期間、減算適用期間

前期 第3-10-(1)-①
後期 第3-10-(1)-②

○算定手続き（前期・後期）
第3-10-(3)

結果通知

結果通知



※小数点以下切り上げ、81%以上は要報告。

居宅介護支援における特定事業所集中減算フローチャート

17サービス毎（訪問介護、通所介護、通リハ等）に紹介率（集中割合）計算する。
（全居宅介護支援事業所が実施する）

各サービス種別毎の紹
介率が、全て80％以下

である。

各サービス種別毎の紹介率（集中割合）が、いずれか１
つでも80％を超えている。

減算の対象とはならない

紹介率の計算結果を
２年間保存する

正当な理由がない
（提出された理由が不適当な

場合含む）

正当な理由
（都道府県知事が判

断）

※特段の事情によるも
のは県で再計算を行う。

減算適用期間において
減算を行う。減算の対象とはならない

都道府県知事へ報告する。
（正当な理由がある場合はその理由を併せて提出）

報告不要



特定事業所集中減算　紹介率（集中割合）算定方法

（Ａ法人が最高法人の場合の算定・記載例）

Ａ
法
人
ア
事
業
所

Ａ
法
人
イ
事
業
所

Ａ
法
人
ウ
事
業
所

Ａ
法
人
　
合
計

Ｂ
法
人
エ
事
業
所

Ｃ
法
人
オ
事
業
所

Ｄ
法
人
カ
事
業
所

甲 1 1 1

乙 1 1 1 1 1 複数の法人（事業所）に位置づけても計画数は1

丙 1 1 1 1 1 1 複数の法人（事業所）に位置づけても計画数は1

丁 給付管理を行っていない月は含めない。

戊 1 1 1 複数の法人（事業所）に位置づけても計画数は1

合計 3 1 1 2 4

３月

利用者 備考
計
画
数

同一法人の複数の

事業所を位置づけて

も1として算定する。

47 47

47 47

47 47

％

事業所番号 事業所番号
(6)

事業所名

(3)
事業所名 A法人　ウ事業所

(4)

計
前期 3月 4月 5月 6月 7月 8月

(5)
事業所名

事業所名

事業所番号

事業所名

事業所番号 ○○ 事業所番号

事業所名

事業所番号

5

5

A法人　ア事業所

○○

紹介率最高法人の名称

住所

5

5

後期

代表取締役　○○

(2)

4

4

3 3

4 4「訪問介護」を位置付けた居宅サービス計画数　…①

9月 10月 11月

紹介率最高法人を位置付けた居宅サービス計画数　…②

12月 1月 2月
判定期間

4

前期 ・ 後期）

24

株式会社　○○

沖縄県○○市○○

平成 年度 （

紹介率 (A) 92.30769231 …　（②÷①）×100

訪
問
介
護

(1)
○○

代表者名

4

A法人　イ事業所

26


